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　　都市計画土地区画整理事業特別会計予算書

　浦　添　市





－１－ 

議案第  号 

 

令和４年度浦添都市計画土地区画整理事業特別会計予算 

 

 令和４年度浦添市の都市計画土地区画整理事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，３９５，０２９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

 による。 

 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことがで

きる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地

方債」による。 

 

  （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費並びに会計年度任用職員の報酬及び費

用弁償に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各

項の間の流用 

 

 

令和４年２月22日提出 

 

                                                     浦添市長 松本 哲治 

 

                                               







第２表　地方債

起　債　の　目　的 起債の方法 利　　　率

 土地区画整理事業 152,300

計 152,300

償還の方法限度額

３０年以内
の償還、そ
の他借り入
れ先の融資
条件によ
る。但し、
市財政の都
合により繰
上償還又は
低利債に借
換えするこ
とができ
る。

年５％以内
（但し、利
率見直し方
式で借り入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

（単位：千円）
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普通貸借、証
書借入又は証
券発行(但し、
登録債とす
る）



都市計画土地区画整理事業特別会計予算に関する説明書











































































１　特別職

職 員 数 報　　酬 給　　料
期末手当

　　　 （千円）
その他
の手当

計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円）
年間支給率
　　 　（月分） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

0.00

0

0.00

0

0.00

36 371 0 0 0 371 0 371

0

0.00

0

0.00

0

0.00

39 371 0 0 0 371 0 371

0

0

0

0

0

0

△ 3 0 0 0 0 0 0 0

備　考　長等とは市長、副市長及び教育長をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

２　一般職 

　(1)　総括

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 2 )

26

( 2 )

25

(  )

1

管理職手
当

扶養手当 通勤手当
特殊勤
務手当

時間外
勤務手当

期末手当 住居手当
管理職員特
別勤務手当

その他
の手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 2,121 2,562 909 381 3,977 38,388 3,180 0 0

前年度 2,121 2,706 740 380 4,174 36,295 3,468 5 0

比　較 0 △ 144 169 1 △ 197 2,093 △ 288 △ 5 0

備　考　職員数欄における括弧書きは、短時間勤務職員数である。

0

0

給　与　費　明　細　書

その他の特別職

給　　　与　　　費

0

39 371

0 0 0

区    　　　　分

計

議　　　員

その他の特別職

比
　
較

長　　　等

0

0 0 0

0

備　　　　　考

本
年
度

長　　　等 0 0 0

0 371

0

議　　　員 0 0 0 0

0 0 0

36 371 0 0 371

0 0 0前
年
度

長　　　等 0 0 0

371

計

議　　　員 0 0 0 0

0 371 0

0

0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0

その他の特別職 △ 3 0 0 0 0 0

区　分

給　　　　　　与　　　　　　費

備　　　　　考

計

147,176 30,696 177,872本年度 3,312 92,346 51,518

140,092 28,620 168,712前年度 3,240 86,963 49,889

職員手当
等の内訳

区　分

7,084 2,076 9,160比　較 72 5,383 1,629
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 0 )

26

( 0 )

25

( 0 )

1

管理職手
当

扶養手当 通勤手当
特殊勤
務手当

時間外
勤務手当

期末手当 住居手当
管理職員特
別勤務手当

その他
の手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 2,121 2,562 909 381 3,977 37,670 3,180 0 0

前年度 2,121 2,706 740 380 4,174 35,593 3,468 5 0

比　較 0 △ 144 169 1 △ 197 2,077 △ 288 △ 5 0

備　考　職員数欄における括弧書きは、短時間勤務職員数である。

　　イ　会計年度任用職員

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 2 )

0

( 2 )

0

（ 0 ）

0

管理職手
当

扶養手当 通勤手当
特殊勤
務手当

時間外
勤務手当

期末手当 住居手当
管理職員特
別勤務手当

その他
の手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 718 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 702 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 16 0 0 0

備　考　職員数欄における括弧書きは、短時間勤務職員数である。

区　分

給　　　　　　与　　　　　　費

備　　　　　考

173,176

前年度 0 86,963 49,187 136,150 28,001 164,151

本年度 0 92,346 50,800 143,146 30,030

9,025

職員手当
等の内訳

区　分

区　分

給　　　　　　与　　　　　　費

備　　　　　考

比　較 0 5,383 1,613 6,996 2,029

4,696

前年度 3,240 0 702 3,942 619 4,561

本年度 3,312 0 718 4,030 666

135

職員手当
等の内訳

区　分

比　較 72 0 16 88 47
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　(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

増 減 額 

　（千円） （千円）

0

0

5,383

0

1,629

　(3)　給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員１人当たり給与

一般行政職

　平均給料月額 （円） 321,083

　平均給与月額 （円） 359,520

　平  均  年  齢 （歳） 45.8

　平均給料月額 （円） 319,883

　平均給与月額 （円） 365,243

　平  均  年  齢 （歳） 45.0

　　イ　初任給

現　　業　　職

（円） （円）

高　校　卒 ―

大　学　卒 ―

区　　　分
増　減　事　由　別　内　訳　

説　　　　　明 備　　　　　考

 昇給に伴う増加分給　　　　料 5,383

 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分

区　　　分
一般行政職

1,629

―

国 　の 　制 　度

　　　　　一般行政職　　　　　　（円） 　　　　　現　  業　　職　　　　　（円）

令和４年１月１日現在

令和３年１月１日現在

区　　　　　　　　　　分

職員手当等
 その他の増減分　　　

 制度改正に伴う増減分

182,200 ―

150,600

182,200

150,600
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  ウ　級別職員数

級 職員数 構成比

（人） （％）

( 　　 ) ( 　　 )

1 4.0

( 　　 ) ( 　　 )

1 4.0

( 　　 ) ( 　　 )

1 4.0

( 　　 ) ( 　　 )

9 36.0

( 1 ) (100.0)

10 40.0

( 　　 ) ( 　　 )

0 0.0

( 　　 ) ( 　　 )

3 12.0

( 1 ) (100.0)

25 100.0

( 　　 ) ( 　　 )

1 4.2

( 　　 ) ( 　　 )

2 8.3

( 　　 ) ( 　　 )

0 0.0

( 　　 ) ( 　　 )

8 33.3

( 　　 ) ( 　　 )

11 45.8

( 　　 ) ( 　　 )

1 4.2

( 　　 ) ( 　　 )

1 4.2

( 　　 ) ( 　　 )

24 100.0

備　考　職員数欄及び構成比における括弧書きは、短時間勤務職員の人数及び構成比である。

    （級別の標準的な職務内容）

区　　分

係長（困難）

２級

４級

令和４年
１月１日現在

７級

６級

区　　　分

一　般　行　政　職

１級

計

５級

３級

１級

計

一般行政職
部　　長 課長（困難）

令和３年
１月１日現在

７級

５級

４級

３級

２級

７級 ６級

６級

２級 １級

主　　事主事（高度）

主事補主　　任

３級

課　　長 係　　長

４級５級
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　エ　昇給

一般行政職

　　　　　職 　　　員 　　　数　　　 （Ａ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）25

　　　　　昇給に係る職員数　　　 （Ｂ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）19

１号給　  　（人） 0

２号給　  　（人） 3

３号給　  　（人） 1

４号給以上（人） 15

（Ｂ）／（Ａ）（％） 76.00

　　　　　職 　　　員 　　　数　　　 （Ａ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）24

　　　　　昇給に係る職員数　　　 （Ｂ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）20

１号給　  　（人） 0

２号給　  　（人） 2

３号給　  　（人） 2

４号給以上（人） 16

（Ｂ）／（Ａ）（％） 83.33

　　オ　期末手当・勤勉手当

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 （月分）

( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.175 ) ( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.175 ) ( 2.35 )

1.300 0.925 2.225 1.300 0.925 2.225 4.45

( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.175 ) ( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.175 ) ( 2.35 )

1.300 0.925 2.225 1.300 0.925 2.225 4.45

( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.125 ) ( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.125 ) ( 2.35 )

1.275 0.950 2.225 1.275 0.950 2.225 4.45

備　考　括弧書きは、再任用職員の支給率である。

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　　キ　特殊勤務手当

一般行政職

0.45

16.00

用地交渉手当

　　ク　その他の手当

区　　　　　　　　　分

本　年　度
号給数別内訳

比　　　　　　率

本　年　度

前　年　度
号給数別内訳

比　　　　　　率

区　　　　分

　  　　支　給　期　別　支　給　率

　　　　　　　６月　　　　　（月分） 　　　　　　　12月　　　　　（月分）
支給率計

国の制度 有

区　　　分 その他の加算措置等 備　　　考

前　年　度

職務上の段
階、職務の
級等による
加算措置

備　　　考

有

有

定年前早期退職特例措置

区　　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

区　　　　　　　分

給料総額に対する比率　 （％）

支給対象職員の比率　　  （％）
（令和４年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

定年前早期退職特例措置

通勤手当 異 交通用具使用者の距離区分及び支給月額が県並み

扶養手当 同

住居手当 同 　
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千円 千円 千円 千円 千円

3,134,705 3,112,243 152,300 264,290 3,000,253

3,134,705 3,112,243 152,300 264,290 3,000,253

当該年度中
起債見込額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

  土地区画整理事業債 

合　　　　計
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　　　　　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
　　　　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書

前々年度末
現  在  高

前 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 末
現在高見込額

       区    分


